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        ２０１８年度の最低賃金を１０００円以上に引き上げることを求める要請書  

  

 中央最低賃金審議会（最賃審）は、２０１８年度の地域別最低賃金について、全国加重平均で

時給を２６円引き上げ、８７４円とする目安を答申しました。 

 この目安は、安倍内閣の「３％程度の引き上げ」を実施したにすぎず、多くの労働者が求めて

いる「いますぐ時給１０００円」の実現には程遠いものです。安倍内閣は、全国平均で時給１０

００円をめざすとはいうものの、今のペースで引き上げたとしても、達成できるのは５年も先で

す。 

 問題なのは今回、A ランク２７円、B ランク２６円、C ランク２５円、D ランク２３円、と地

域間格差をさらに拡大する目安となったことです。最高額の東京が２７円引き上げで９８５円に

なるのに対し、Bランクの茨城県は、目安通りに引き上げられても２６円アップの８２２円です。

東京通勤圏で、時給の金額差が１６３円もあることは重大です。 

 これでは、若者などの地方からの流失と大都市部への集中に拍車をかけてしまいます。 

 県内では、賃金が高い都市部で仕事を求める若者が地元を離れる傾向が出ています。労働力が

不足し苦境に立たされている県内の企業も少なくありません。年々広がる地域間の格差が、地域

経済を疲弊させています。 

 最低賃金は、目安を参考にして県最賃審で議論され、正式に決まることになります。大幅な引

き上げと、地域間の格差を解消するための取り組みを強く求めます。 

 以上の立場から、下記項目を要請するものです。 

 

１．最低賃金を直ちに時給１０００円以上に引き上げるとともに、速やかに時給１５００円以上 

を実現すること。 

  「８時間働けばふつうに暮らせる社会」の実現のために、最低賃金の全国一律の大幅引き上 

げは急務です。 

 

２．最低賃金の引き上げは、中小企業支援策と一体で行うこと。 

  １．を実現することは、日本経済全体の健全な成長にとっても緊急の課題です。そのために、 

中小企業への社会保険料負担の減免、賃金助成などの支援を抜本的に強めること。 

 


